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い 肢 体 不 自 由 １人 １人 

内 部 障 が い ２人 ２人 

知的障がい - - 

精神障がい １人 ２人 

病院局 994.0人 26.0人 21人 2.77％ 2.6％ 987.0人 26.0人 19人 2.33％ 2.6％ 

 身
体
障
が
い 

視 覚 障 が い - - 

聴覚・平衡機能障がい ３人 ３人 

音声・言語・そしゃく 
機 能 障 が い 

- - 

肢 体 不 自 由 ７人 ５人 

内 部 障 が い ３人 ３人 

知的障がい - - 

精神障がい ８人 ３人 

  (注)１ 知事部局等とは、知事部局及び企業局の職員です。 

２ 「法定雇用障がい者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総
数に占める割合を基に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数です。 

３ 職員数には、会計年度任用職員等の短時間勤務職員（任用期間が１年かつ週20時間以上の者に限る。）を含みます。 

４ 「障がい者数」とは、身体障がい者数、知的障がい者数及び精神障がい者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障がい
者及び重度知的障がい者については、１人を２人に相当するものとして計上し、短時間勤務職員については、１人を0.5人（重度
身体障がい者、重度知的障がい者及び採用の日または精神障害者保健福祉手帳取得の日のいずれか遅い日から起算して３年目を経

過する間にある者にあっては１人）に相当するものとして計上しています。 
 
 

２ 職員の人事評価の状況 
    年々多様化する行政ニーズに対応するため、職員の育成並びに勤務意欲及び能力の向上を目的として、人事評価を実施しています。 

面談により、評価結果を職員本人に開示するとともに、上司から業務に関する指導助言を行うなど、職員の能力開発に資する取組を行っ

ています。 
 
   人事評価制度の概要（令和４年４月１日現在）                       

区  分 
具 体 的 な 取 組 

一般行政職員 会計年度任用職員 教員（学校事務職員を含む。） 警察 

評価方法 絶対評価 絶対評価 絶対評価 絶対評価 

 評価の対象者 全職員（評価対象期間中に
勤務実績が全くない職員
を除く。） 

 
※県警一般行政職員は警察に

同じ。 

全職員（評価基準日に在籍
していない職員を除く。） 

市町村（学校組合）立学校
及び県立学校に勤務する教
職員（評価機関における勤

務期間が３月に満たない教
職員等を除く。） 

全職員 
（地方警務官、出向者、評
価対象期間中に勤務実績の

ない派遣者・休職者等を除
く。） 

 評価者研修 評価の公平性、客観性の確
保のため評価者に対する
研修を実施 

※県警一般行政職員は警察に

同じ。 

なし  評価の公平性、客観性の確
保のため評価者に対する研
修を実施 

なし  

 評価時期 年２回（10月、２月） 年２回（10月、２月） 年１回（１月） 年２回（10月、２月）  

 苦情相談窓口 評価結果に対する苦情相

談窓口の設置 

評価結果に対する苦情相談

窓口の設置 

評価結果に対する苦情相談

窓口の設置 

評価結果に対する苦情相談

員の設置 

 評価結果の反映 人事配置、給与（昇給・勤

勉手当）に反映 

再度の任用を行う際の判断

に反映 

人事配置等に反映 

管理職については昇給に反
映 

人事配置、給与（昇給・勤

勉手当）に反映 

 面談 上司と部下の面談を年３

回実施 
・業務目標の確定 
・評価結果の本人開示 

・部下の意欲向上につなが 
る指導、助言 

※県警一般行政職員は警察に

同じ。 

面談を年３回実施 

・業務目標の確定 
・評価結果の本人開示 
・意欲向上につながる指導、

助言 

評価対象者と評価者の面談

を年３回実施 
・学校目標達成への意欲醸 
 成、資質能力の伸長 

・次年度の目標設定に向け、 
意欲を喚起 

面談を年２回実施 

・業務目標の確定 
・部下の意欲向上につなが
る指導、助言 

 自己申告制度 業務管理支援及び能力・キャ

リア開発も目的とした、
「業務管理・キャリア開発
シート」の作成を全職員が

実施 
※県警一般行政職員は警察に

同じ。 

なし 学校教育目標を踏まえた自

己目標を定める教職員の自
己申告制度を実施 

評価期間における発揮した

能力、挙げた業績に関する
自己の認識その他参考とな
る事項について申告する制

度を実施 
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３ 職員の給与の平均額、初任給の基準、職員に対する手当等その他の職員の給与の状況 

(１) 給与制度の見直しについて                        

   令和３年度に行った主な見直しは、次のとおりです。 

項    目 見直しの内容 実施時期 

給料表の改定 ・全給料表について、国の俸給表に準じた給料表に改定 令和４年４月１日 

期末・勤勉手当の
支給割合の改定 

・期末手当の支給割合を年0.03月分引下げ 
・勤勉手当の支給割合を年0.02月分引下げ 

令和３年12月１日 

初任給調整手当の
見直し 

・獣医師に対する手当の支給月額の上限の引上げ・支給期間の延長（９年→20年） 令和４年４月１日 

救急医療機関勤務

臨時手当の新設 

・感染症等の救急医療を担う医療機関で勤務する看護師等に月額2,500円を支給する制度 

を新設（病院局） 
令和４年２月１日 

 

○参考 

       鳥取県では、独自に給与制度の適正化に取り組んでおり、平成 17年度から以下の見直しを実施しています。 

項     目 見直しの内容 実施時期 
職責の実態と給
与の級との関係
が不適切な職等
（いわゆる「わ
たり」）の見直
し 

・ 職務や責任の実態と給与上の職務の級の格付けとの関係が不適切な職の廃止又は格付
けの見直し 

 【行政職の例】…他の給料表についても同趣旨の見直しを実施 
    主事：１～４級→１～３級(４級を廃止)〔１～２級〕 
    主任：４～６級→廃止 
    係長：４～６級→４～５級(６級を廃止)〔３級〕 
    主査：７～８級→廃止(８級は平成13年度から凍結) 
   ※〔 〕は平成18年度に実施した職務の級の構成の変更後の級です。 

平成18年２月１日 

（経過措置:平成23年
３月31日まで） 
 

 
 
 

給与構造改革に
おける経過措置
額の廃止 

・ 平成18年給与構造改革における経過措置（現給保障）の廃止 
・ 廃止により生ずる原資を用い、給料表の構造を是正（行政職１･２級相当は1.6パーセ
ント引下げ、行政職３級以上相当は1.9パーセント引上げ） 

平成24年４月１日 
(人事委員会勧告を受
けて実施） 

（経過措置：平成25年
３月31日まで） 

海事職給料表の

新設 

・ 船員に対する海事職給料表の新設（行政職給料表から海事職給料表へ切替え） 

・ 航海手当（特殊勤務手当）の支給を、夜間及び警報、注意報の発令時に限定 
・ 旅行手当の廃止 

平成20年４月１日 

初任給の引上げ
と高齢者層の昇
給の抑制 

・ 初任給の引上げ 
（行政職大卒の場合:１級25号給[170,200円]→１級29号給[176,800円]） 

・ 50歳を超える職員の標準の昇給号給数を４号給（管理職層は３号給）から２号給（55

歳を超える職員は２号給から１号給）に抑制 

平成20年４月１日 

研究職給料表の
見直し 

・ 職務及び人事管理の実態を踏まえ、行政職給料表との均衡を考慮した給料表に見直し 
平成23年４月１日 

特殊勤務手当の
適正化 

・ 支給対象業務及び支給方法の抜本的な見直し 
・ 手当の廃止：手当（訓練指導手当、特殊自動車運転手当、けん銃操作法指導手当、発

電所集中制御業務手当等) 
・ 支給方法の変更（警察職員の作業手当等を月額から日額へ） 
・ 手当の減額（医療業務手当） 

平成18年４月１日 

・ 運転免許技能試験手当の廃止 平成19年４月１日 

その他の手当の

適正化 

・ 給料の調整額、農林漁業改良普及手当及び産業教育手当の廃止 

・ へき地手当の支給率の引下げ（４／100～16／100→１／100～６／100） 

平成18年４月１日 

・ 特地勤務手当の廃止 平成21年４月１日 

現業職の給与の
見直し 

・ 行政職１～５級〔１～３級〕相当の水準まで引下げ（従来は行政職７級相当水準） 
・ 職責に基づかない職務の級の格付けの廃止 
→  車庫長、守衛長等の特定の職に任用された者に限り、行政職４・５級〔３級〕相当

とする（他は１～３級〔１～２級〕相当）。 
※〔 〕は平成18年度に実施した職務の級の構成の変更後の級です。 

平成17年９月１日 

（経過措置:平成23年

３月31日まで） 

退職手当の水準

引下げ 

・ 退職手当に係る調整率を平成25年度中は100分の98、平成26年度中は100分の92、平成

27年度以後は100分の87（現行 100分の104）に引下げ 
・ 平成20年度に給料月額の減額改定を受けた職員に対する退職手当の特例を廃止 

平成25年４月１日 

・ 退職手当に係る調整率を100分の83.7に引下げ 平成30年４月１日 

     (注) 上掲のほか、国の給与構造改革に準じた制度改正（給料表の改正、勤務実績・成績に応じ号給を決定する査定昇給制度の
導入、退職手当の算定方法の見直し等）を平成 18年度より実施しています。 

 

(２) 人件費の状況（令和３年度普通会計決算） 

区  分 
住民基本台帳人口         

（令和４年１月１日現在） 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ 

令和２年度 

の人件費率 

令和３年度 547,318人 390,934,664千円 8,123,456千円 93,238,984千円 23.9％  24.8％ 
(注)１ 実質収支は、当該年度における剰余金です。 

２ 人件費には、職員共済費、県議会議員並びに知事及び副知事の報酬等を含みます。 
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(３) 職員給与費の状況（令和３年度普通会計決算） 

区  分 
職 員 数 

Ａ 

給        与        費 １人当たりの給与費 

Ｂ/Ａ 給   料 職員手当     期末・勤勉手当   計 Ｂ 

令和３年度 10,341人 42,841,620千円 7,108,114千円 15,026,916千円 64,976,650千円 6,283千円 
      (注)１ 職員数は、令和３年４月１日現在の人数です。ただし、任期付短時間勤務職員、再任用職員（短時間勤務）及び会計年度任

用職員の人数は含みません。 
２ 職員手当には、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。 
３ 給与費については、任期付短時間勤務職員、再任用職員（短時間勤務）の給与費を含み、会計年度任用職員の給与費を含み

ません。 
 
  (４) 給与改定の状況  

ア 月例給  

区  分 

人事委員会の勧告 

民間給与 

Ａ 

職員給与 

Ｂ 

較  差 

Ａ－Ｂ 

勧  告 

（改定率） 

令和３年度 346,448円 346,796円 
△348円 

（△0.10％） 
- 

        (注)「民間給与」及び「職員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与額です。 
 

イ 特別給 （期末・勤勉手当） 

区  分 

人事委員会の勧告 

民間の支給割合   
Ａ 

職員の支給月数   
Ｂ 

較  差 
Ａ－Ｂ 

勧  告 
 (改定月数） 

令和３年度 3.95月 4.00月 △0.05月 △0.05 

     (注)  「民間の支給割合」は、民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「職員の支給月数」は、期末手当及び勤
勉手当の年間支給月数です。 

 

（参考）特別給の支給月数等の推移 
    本県では、従来から県内民間との均衡を考慮して改定を行ってきたところです。これにより、令和３年度の本県の支給月数は都道府県

中47位となっています。 

区分 
県職員の支給月数 県内民間の 

支給割合 
国家公務員の 

支給月数（改定後） 改定前 改定後 

平成29年度 4.00月 据置 3.99月 4.40月 

平成30年度 4.00月 据置 4.01月 4.45月 

令和元年度 4.00月 4.05月 4.03月 4.50月 

令和２年度 4.05月 4.00月 3.99月 4.45月 

令和３年度 4.00月 3.95月 3.95月 4.45月 

 

(５) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

  

ア 給料表の見直し（実施時期 平成27年４月１日） 

   （ア） 給料表の改定 
民間給与を上回る高齢層の給与を抑制する一方で、初任層については、人材確保の観点から特段の配慮をする必要があり、国

と同様の課題認識に立ち、国に準じた世代間の給与配分の見直しを実施。 

   （イ） 給与水準の据置 
国の総合的見直しにおける俸給表に準じた給料表に改定した上で、さらに地域民間給与に均衡した水準に据え置き（調整）。 

（ウ） 経過措置（現給保障） 

平成31年３月31日までの４年間実施。 

 

イ 地域手当の見直し（実施時期 平成27年４月１日） 
     段階的に支給割合を引上げ（鳥取県内は支給なし）。 

※国は給与改定後、平成27年４月１日に遡及して支給割合の引上げを行ったが、本県では給与改定後の平成28年１月１日から 

支給割合を引上げ（引上げ後の各地域の支給割合は国と同じ）。 
      

ウ その他の見直し内容（実施時期 平成27年４月１日） 

     管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。 
 

(６) 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 

（令和４年４月１日現在。企業局及び病院局を除く。以下(７)から(13)までにおいて同じ。） 

区 分 

一 般 行 政 職 警  察  職 高等学校教育職 

平均給料月額 平均給与月額 
平均
年齢 

平均給料月額 平均給与月額 
平均
年齢 

平均給料月額 平均給与月額 
平均
年齢 

鳥取県 318,873円 
399,312円 

43.2歳 322,524円 
434,554円 

37.1歳 386,079円 
422,817円 

46.6歳 
344,365円 348,062円 404,868円 

【概要】 

国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組む

とされている。 
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都道府県 
平 均 

322,084円 414,254円 42.8歳 324,804円 461,882円 38.6歳 371,982円 433,607円 44.9歳 

国 325,827円 407,153円 43.0歳 320,029円 378,869円 41.4歳 ― ― ― 
 

 

 

区 分 

小・中学校教育職 研  究  職 医師等医療職 

平均給料月額 平均給与月額 
平均

年齢 
平均給料月額 平均給与月額 

平均

年齢 
平均給料月額 平均給与月額 

平均

年齢 

鳥取県 361,540円 
393,618円 

42.9歳 311,917円 
381,494円 

41.9歳 394,488円 
922,159円 

36.7歳 
379,270円 336,673円 759,624円 

都道府県 

平 均 
355,651円 410,573円 42.3歳 352,654円 426,137円 43.6歳 452,414円 965,343円 44.3歳 

国 ― ― ― 405,016円 560,974円 46.5歳 508,818円 843,232円 53.0歳 

 
 
 
 

区 分 

薬剤師等医療職 看護師等医療職 海  事  職 

平均給料月額 平均給与月額 
平均

年齢 
平均給料月額 平均給与月額 

平均

年齢 
平均給料月額 平均給与月額 

平均

年齢 

鳥取県 306,405円 
398,835円 

41.8歳 304,479円 
401,638円 

42.1歳 341,097円 
381,283円 

44.1歳
330,132円 323,040円 366,943円 

都道府県 

平 均 
321,765円 410,370円 42.2歳 311,345円 421,056円 40.8歳 ― ― ― 

国 310,954円 355,410円 46.4歳 319,112円 357,517円 47.6歳 ― ― ― 

 
 
 
 
 

区 分 

現業職 民間（現業職） 参考（現業職） 

平 均 給 料 

月       額 

平 均 給 与 

月 額  (Ａ) 

平均給与月額 

(時間外勤務 

手当等を含 

まない額） 

平 均 

年 齢 
職員数 

平 均 給 与 

月 額 （Ｂ） 

平 均 

年 齢 

Ａ/Ｂ 

(参考) 

年収ベース(試算値)の比較 

公務員(Ｃ) 民間(Ｄ) Ｃ/Ｄ 

鳥取県 308,050円 336,265円 319,600円 53.8歳 84人 ― ― ― ― ― ― 

 学校技
能班長

等 

299,554円 319,361円 310,273円 52.8歳 26人 235.2千円 50.3歳 1.36 4,933.6千円 3,186.1千円  1.55 

その他 311,859円 343,842円 323,781円 54.2歳 58人 ― ― ― ― ― ― 

都道府県 
平 均 

315,772円 370,253円 ― 53.8歳 ― ― ― ― ― ― ― 

国 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

(注)１ 一般行政職とは、行政職給料表適用者のうち、国における税務職俸給表の適用を受けるものに相当する職員等を除いたもの
です。 

２ 研究職は、試験場、研究所等に勤務し、試験研究又は調査研究業務に従事する職員に係るものです。  
３ 平均給料月額は、手当を含まない給料（教職調整額を含む。）の平均月額です。 
４ 平均給与月額（鳥取県の上段及び都道府県平均）は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職手当以

外の手当）とを合計したものの平均月額です。なお、鳥取県の下段及び国の額は、手当のうち時間外勤務手当、特殊勤務手当
等の手当を含まない額です。 

５ 都道府県平均の数値は令和３年４月１日現在、国の数値は令和４年１月 15 日現在のものです。 
６ 現業職の民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成 30 年～令和２年の平

均）。 
７ 学校技能班長等は賃金構造基本統計調査における「他に分類されない運搬・清掃・包装等従事者」と比較していますが、年

齢、業務内容、雇用形態等について完全に一致しているものではありません。 
８ 年収ベースの「公務員（Ｃ)」及び「民間（Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員においては

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。 
 

 (７) 職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在） 
   (単位：円) 

区        分 鳥取県 国 

一般行政職 
大学卒 188,700 182,200 

高校卒 154,900 150,600 

警察職 
大学卒 218,700 211,400 

高校卒 176,500 173,400 

高等学校 
教育職 

大学卒 210,800 ― 

高校卒 166,100 ― 

小・中学校 

教育職 

大学卒 210,800 ― 

高校卒 166,100 ― 

研究職 大学卒 195,700 187,200 

医師等 
医療職 

大学６卒 305,800 249,800 

薬剤師等 大学６卒 213,500 210,500 
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医療職 大学卒 194,700 188,400 

短大３卒 184,700 177,400 

看護師等 
医療職 

短大３卒 209,800 207,800 

海事職 
大学卒（航海士等） 231,600 ― 

大学卒（甲板員等） 216,500 ― 

現業職 高校卒 150,600 ― 
 
(８) 職員の経験年数別及び学歴別の平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在） 

経験年数 
区 分 

10 年 20 年 25 年 30 年 
40 年 

（大卒は 35年） 

一般行政職 
大学卒 262,900円 333,738円    361,611円 385,988円 405,989円 

高校卒 233,327円  303,357円 312,014円 345,715円 396,358円 

警 察 職 
大学卒 301,142円 377,910円  416,392円  418,950円 422,286円 

高校卒 262,296円 344,936円 376,847円 402,610円 413,108円 

高 等 学 校 

教  育  職 

大学卒 308,991円 375,662円 396,798円 405,160円 416,234円 

高校卒  －  ※１ 290,433円 ※２ 302,480円 ※３ 350,671円  ※４ 382,233円 

小 ・ 中 学 校 

教  育  職 
大学卒 307,163円 374,142円 391,632円 401,909円 409,225円 

研 究 職 大学卒 268,900円 ※５ 308,900円 360,200円 408,225円 414,100円 

薬 剤 師 等 

医  療  職 
大学卒 ※６ 263,933円 342,425円 － － － 

現 業 職 高校卒 － － － 318,233円 － 

（注）１ 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴等の期間を県職員の期間として換算した年数を加算したものです。 
２ ※１から※６までの各欄は、該当職員数がわずかであるため、次に掲げる経験年数の職員の平均給料月額を代わり 

に記載しています。 
  ※１：21年、※２：26年、※３：31年、※４：39年、※５：19年、※６：11年 
３  経験年数別の職員がいない又は職員数が少ない職については、記載していません。 

 
(９) 一般行政職の給料月額の国との比較（ラスパイレス指数）の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(注) １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を 

用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数
です（各年４月１日現在）。 
100より大きいと県の平均給与が国を上回り、100より小さいと県の平均給与が国を下回っていることを表します。 

２ 平成24年度及び25年度の破線は、国家公務員の給与を一時的に平均7.8%減額する措置が行われていたときのラスパイレス

指数です。この措置の影響を取り除いたラスパイレス指数（実質値）は実線で表示しています。 
 
 
(10) 職員の給与の削減のための特例措置の状況 

    該当なし。 
    なお、本県では、時限的、特例的ないわゆる「給与カット」を行っていませんが、「わたり」の廃止や諸手当の見直し等本県独自の給

与制度の適正化を行い、併せて県内民間の水準を考慮した給与改定を行うことにより、恒常的に「給与カット」と同等以上の人件費削減
効果をあげているところです。 

 


